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１ 公共投資

主要財政データ

(１) 公共施設の保全更新費

① 保全更新費の過年度推移

② 保全更新費の過年度推移（⽤途別）

●令和４年度以降、保全更新費は1,000億円台で推移しています。７年度は1,145億円に
なっています。

●公共建築物とインフラ施設の内訳は、平成30年以降、公共建築物の割合が⾼くなって
います。

●⽤途別でみると、学校等の保全更新費は、令和元年度以降、市⽴⼩中学校の修繕や建替え⼯事
の本格化に伴い増加しており、７年度は359億円となりました。

億円

億円

※施設機能の維持に必要な点検・修繕・改修・更新に係るコスト（平成30年度以降は建替費を含む）
*令和５年度までは決算額、令和６年度以降は当初予算額
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道路等
焼却⼯場等
港湾等
公園等
河川等
その他インフラ
市民利用施設等

市営住宅等
学校等


